
○「工事請負契約書の制定について」（平成７年６月30日付け建設省厚契発第25号）

改 正 後 現 行

（受注者の契約の相手方となる下請負人の健康保険等加入義務等）

第７条の２ 受注者は、工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額 （新規）

（当該下請契約が２以上あるときは、それらの請負代金の額の総額）が、3,00

0万円（工事が建築一式工事の場合は4,500万円）以上になる場合において、次

の各号に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設業法（昭和24年法

律第100号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者

を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」という。）を下請契約(受注者が

直接締結する下請契約に限る。以下この条において同じ。)の相手方としては

ならない。

一 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務

二 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務

三 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、当該建設業者と下請契約を締結しなけ

れば工事の施工が困難となる場合その他の特別の事情があると発注者が認める

場合は、社会保険等未加入建設業者を下請契約の相手方とすることができる。

この場合において、受注者は、発注者の指定する期間内に、当該社会保険等未

加入建設業者が前項各号に掲げる届出の義務を履行し、当該事実を確認するこ

とのできる書類を発注者に提出しなければならない。

３ 発注者が、受注者が第１項の規定に違反していると認める場合又は前項前段

に定める特別の事情があると発注者が認めたにもかかわらず、受注者が同項後

段に定める期間内に書類を提出しなかった場合において、受注者は、発注者の

請求に基づき、違約罰（制裁金）として、受注者が当該社会保険等未加入建設

業者と締結した下請契約の最終の請負代金の額の10分の１に相当する額を発注

者の指定する期間内に支払わなければならない。

（制裁金等の徴収） （賠償金等の徴収）

第51条 受注者がこの契約に基づく制裁金、賠償金、損害金又は違約金を発注者 第51条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定す

の指定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者 る期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定す

の指定する期間を経過した日から請負代金額支払いの日まで年５パーセントの る期間を経過した日から請負代金額支払いの日まで年５パーセントの割合で計

割合で計算した利息を付した額と、発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し 算した利息を付した額と、発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不

、なお不足があるときは追徴する。 足があるときは追徴する。

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年５パー ２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年５パー

セントの割合で計算した額の延滞金を徴収する。 セントの割合で計算した額の延滞金を徴収する。


